
予防避難ｴﾘｱにおける状況に応じた防護措置

想定される状況

放射性物質放出
まで時間的猶予
がある場合

国道197号が使用可能な場合
港湾が使用可能であり船舶が確保出来る場合

国道197号が使用可能な場合
港湾が使用不可もしくは船舶が確保出来ない場合

国道197号の一部が使用不可の場合
港湾が使用可能であり船舶が確保出来る場合

国道197号が使用不可の場合
港湾が使用可能であり船舶が確保出来る場合

国道197号が使用不可の場合
港湾が使用不可もしくは船舶が確保出来ない場合

放射性物質放出のﾘｽｸが高まった場合

【状況に応じた防護措置】

 伊方発電所が佐田岬半島の付け根付近に位置しているという地理的特性を踏まえ、PAZ圏以西の半島地域を予防避難ｴﾘｱとして位置づけ、防護措置につ
いては、発電所や周辺の道路・港湾等の状況に応じ、多様な対応（陸路避難、海路避難、空路避難、屋内退避）を準備。

防護措置

陸路避難 ｹｰｽ1

陸路避難
海路避難
空路避難

ｹｰｽ2

海路避難
空路避難

ｹｰｽ3

屋内退避 ｹｰｽ4

①警戒事態：

愛媛県及び伊方町が、
道路や港湾等の状況を確認し、
避難方法の検討を開始

②施設敷地緊急事態：

防護措置の方法を決定し、
住民に広報を実施

【状況の確認】

※2  放射性物質の放出後については、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果を踏まえて、原子力災害対策指針で定める基準（OIL）に基づき、一時移転等の防護措置を実施。

伊方地域の緊急時対応（概要版） ③予防避難ｴﾘｱにおける避難･屋内退避の考え方

種 別 対象者数

施設敷地緊急事態（原災法10
条）で避難・屋内退避開始

避難行動要支援者
（医療機関・社会福祉施設）

伊方町
168人

避難行動要支援者（在宅）
伊方町
160人

避難行動要支援者（学校・保育所）
伊方町
398人

全面緊急事態（原災法15条）で
避難・屋内退避開始

一般住民※1 伊方町
4,180人

合計 4,906人

※1 一般住民の対象者数は、予防避難ｴﾘｱ住民数の合計数から割り出した数であり、若干の増減がある。

避難・屋内退避の方法

自家用車、ﾊﾞｽ等による陸路避難

発電所や周辺の道路・港湾等
の状況等さまざまな事態に対
応できるように、複数の防護措
置を組み合わせて対応を実施

船舶による海路避難

県等のﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難

屋内退避施設等において屋内退避
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PAZ

UPZ

（ｹｰｽ２）陸路避難、海路避難等を実施する場合

（ｹｰｽ１）陸路避難を実施する場合

 放射性物質放出まで時間的猶予があり、国道197号が使用可能な場合は、陸路による避難を実施。

 自家用車での避難ができる住民は、自家用車により避難経由所（松前公園）に移動の上、松前町
の指示する広域避難所に避難。

 自家用車等での避難が困難な住民は、一時集結所に移動後、愛媛県が手配するﾊﾞｽ等により避難。

 放射性物質放出まで時間的猶予があり、国道197号の一部が使用不可であるが、港湾が使用

可能であり船舶が確保出来る場合は、陸路と海路による避難を実施。また、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる避
難が可能な場合には、県等のﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難を併用。

 一時集結所から大分県等への海路避難は、愛媛県手配の船舶により実施。

（ｹｰｽ３）海路避難等を実施する場合

 放射性物質放出まで時間的猶予があり、国道197号が使用不可であるが、港湾が使用可能で

あり船舶が確保出来る場合は、海路による避難を実施。また、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる避難が可能な場
合には、県等のﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難を併用。

 各一時集結所から大分県等への海路避難は、愛媛県手配の船舶により実施。

 放射性物質放出まで時間的猶予があるものの国道197号が使用できず、港湾が使用不可もしくは
船舶が確保出来ない場合、または放射性物質放出のﾘｽｸが高まった場合は、屋内退避を実施。

 予防避難ｴﾘｱの住民が屋内退避できる屋内退避施設を確保。
 予防避難ｴﾘｱにおいては、伊方町等が約4,900人が生活できる食料及び生活物資等を7日分供給。

（ｹｰｽ４）屋内退避を実施する場合

串集会所

与移集会所

ｻｻﾞｴﾊﾞﾔ集会所

松集会所

釜木集会所

神崎集会所

瀬戸中学校
瀬戸総合体育館

屋内退避一例（ｹｰｽ4）

屋内退避を実施

瀬戸町民ｾﾝﾀｰ

高浦集会所

瀬戸総合支所

瀬戸農業活性化ｾﾝﾀｰ

旧三崎漁師物語

明神集会所
大江集会所

旧佐田岬小学校

正野集会所

名取集会所

三机小学校

松之浜集会所

大久集会所

旧二名津小学校

瀬戸あいじゅ

※印は、津波の影響が少ない施設を選定した場合

串診療所

三崎高等学校

三崎高等学校体育館

三崎高等学校

瀬戸診療所
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PAZ

UPZ 三崎総合体育館

一時集結所

瀬戸総合体育館

陸路避難（ｹｰｽ1）

自家用車、ﾊﾞｽ等による陸路避難

松前町へ避難

一時集結所

PAZ

三崎総合体育館

一時集結所

瀬戸総合体育館

一時集結所

Ｈ
Ｈ

Ｈ

Ｈ

自家用車、ﾊﾞｽ等による
陸路避難

船舶により海路避難、
ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難

陸路避難・海路避難等一例（ｹｰｽ2）

Ｈ
Ｈ

Ｈ

Ｈ

道路が
通行不可の場合

UPZ

PAZ

UPZ

道路が
通行不可の場合

海路避難等一例（ｹｰｽ3）

Ｈ
ＨＨ

Ｈ

＜凡例＞
：ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地Ｈ船舶により海路避難、

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる空路避難

Ｈ

Ｈ

Ｈ Ｈ Ｈ

Ｈ

大分県の港湾へ

愛媛県の港湾へ

三机港

三崎港

瀬戸総合体育館

一時集結所

三崎総合体育館・
三崎小中学校体育館

一時集結所
Ｈ
Ｈ

松前町へ避難

＜凡例＞
：ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地Ｈ

大分県の港湾へ

三崎港

港湾が使用不可
等の場合

港湾が使用不可
等の場合

道路が
通行不可の場合

屋内退避施設
収容可能
人数

予防避難ｴﾘｱ
内の人口

12,788人

4,906人うち ４施設※ 468人

うち ２６施設※ 6,991人

小 計※ 7,459人

放射線防護施設

放射線防護施設以外の
屋内退避施設

屋内退避施設 ３９施設
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